
 

 

平成２１年度「発達障害早期総合支援モデル事業」報告書（中間・最終） 

 

 

 

 

 

Ⅰ  概要  

 

１ 研究課題 

発達障害児に対する早期総合支援体制の構築に関する研究 

～５歳児健診と関連を図った個別の教育支援計画の作成を通して～ 

 

２ 研究の概要 

   本町では発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業グランドモデル地域指定及び発達

障害早期総合支援モデル地域指定を受け、幼児期から就労までの一貫した支援体制の整備

を目指してきた。これまでに、①町内小・中学校特別支援教育コーディネーターの指名及

び校内システムの充実、②小・中学校統一の「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」の

作成・活用、③町内小・中学校及び保育所・幼稚園における巡回相談の実施、④就学前教

育相談会の実施、⑤通級指導教室での指導の充実、⑥広報や講演会などを通した保護者や

地域への理解啓発活動など様々な取組を行ってきた。 

   平成２１年度においては、特に①５歳児健診の実施、②相談支援ファイルの作成・配布、

③就学前教育相談の実施、④保育所・幼稚園での巡回相談の実施など、就学前の幼児の早

期発見のためのシステム構築や支援体制の充実を目指すものとする。 

 

３ 研究成果の概要 

平成２１年度の本研究において、特に以下のような成果が得られた。 

○ 「すくすく発達相談」によるスクリーニング（５歳児健診）の実施  

町内保育所・幼稚園に臨床心理士等を派遣して、子どもたちが生活している様子の

観察、面談等を実施し、経過観察、保護者への相談支援及び子どもへの支援の充実を

図っていった。 

○ 相談支援ファイル「あしやすくすくファイル」の作成・配布 

平成２０年度に内容の検討がなされた相談支援ファイル「あしやすくすくファイル」

を完成させ、町内の就学前の子どもを持つ保護者に配布した。 

○ 芦屋町特別支援教育講演会の実施 

演題「発達障害：気になる子どもの早期支援の取り組み」（参加者 108 名） 

 内訳：保幼小中職員 84 名、保護者 13 名、その他 3 名、事務局 8 名 

都道府県名 福岡県 

地 域 名 芦屋町 

研究期間 平成２０～２１年度 



Ⅱ  詳細報告  

 

１ モデル地域の名称 

 

Ｎｏ モデル地域名 

１ 福岡県 芦屋町 

 

２ モデル地域内の幼稚園・保育所・学校数及び幼児児童数 

 

 （１）幼 稚 園 ・保 育 所 

幼稚園 保育所 合計 モデル地域内の 

学校 
園数 幼児数 か所数 幼児数 園・か所数 幼児数 

芦 屋 町 ２園 254人 ４所 195人 ６ 449人 

合計 ２園 254人 ４所 195人 ６ 449人 

 

 （２）小 学 校 

小学校 

モデル地域内の学校 

学校数 児童数 

芦 屋 町 ３校 1,051人 

合計 ３校 1,051人 

 

 （３）特別支援学校 

特別支援学校 

モデル地域内の学校 

学校数 幼児児童生徒数

芦 屋 町 ０校 ０人 

合計 ０校 ０人 

 



３ 事業全体の概念図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

  

 

                                     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

集団の中における行動観察 

委 員 ：学識経験者、専門家、医療関係者、福祉関係者、 

     保健関係者、臨床心理士、特別支援相談機関、 

ハローワーク、保育所 ・幼稚園関係者、 

学校関係者、保護者 

○ 臨床心理士 

○ 保健師 

○ コーディネーター 

○講演会 

○研修会 

○巡回相談（小・中学校）

○教育相談会（夏季・冬季）

・個別面談・指導助言 

・理解啓発 

すくすく発達相談 相談・講演・研修 

幼児 ・保護者 

小学校 

入学 

連

携 

指導・助言 

担当者会 ：学校関係者、保育所幼稚園関係者、教育委員会 

継続的な 

支援・啓発

早期発見・早期支援システム 

企画・運営 

芦屋町教育委員会、特別支援教育担当者会議、就学指導委

員会、保・幼・小・中特別支援教育コーディネーター 

その他 

○ 相談支援ファイルの作成・配布 

○ 個別の教育支援計画の作成・活用

早期総合支援モデル地域協議会



４ 事業の内容 

（１）早期総合支援モデル地域協議会 

ア 構成 

№ 区  分 所  属 職名等 備考 

１ 会 長 芦屋町教育委員会 教育長  

２ 副会長 芦屋保育園 園 長  

３ 副会長 芦屋小学校 校 長  

４ 福岡教育大学 准教授  

５ 
学識経験者 

福岡県発達障害者支援センター センター長  

６ 遠賀中間医師会おんが病院 医 師 小児科医 

７ 
医師等 

発達障害支援研究所「たまや」 所 長 臨床心理士 

８ 厚生労働省福岡労働局 八幡公共職業安定所 上席職業指導官  

９ 遠賀高等学校 教 諭  

10 
高等学校 

中間高等学校 教 諭  

11 県立直方養護学校 教 諭  

12 
特別支援学校 

県立北筑前養護学校 教 諭  

13 山鹿小学校 PTA 会 計  

14 
PTA・保護者代表 

芦屋町特別支援教育親の会 代 表  

15 指導主事  

16 
教育事務所 北九州教育事務所 

指導主事  

17 芦屋中央幼稚園 主任教諭 コーディネーター 

18 愛生幼稚園 主任教諭 コーディネーター 

19 若葉保育所 主任保育士 コーディネーター 

20 芦屋保育園 主任保育士 コーディネーター 

21 山鹿保育所 主任保育士 コーディネーター 

22 

幼稚園・保育所（園） 

緑ヶ丘保育所 主任主査 コーディネーター 

23 校 長  

24 教 諭 コーディネーター 

25 

芦屋東小学校 

教 諭  

26 教 諭 コーディネーター 

27 
芦屋小学校 

教 諭  

28 校 長  

29 
山鹿小学校 

教 諭 コーディネーター 

30 校 長  

31 教 諭 コーディネーター 

32 教 諭  

33 

小・中学校 

芦屋中学校 

養護教諭  



34 福祉課 課 長  

35 福祉課 係 長 子育て支援センター 

36 

芦屋町 

住民課健康づくり係 保健師  

37 教育委員会生涯学習課 課 長  

38 〃   学校教育課 課 長  

39 〃      〃 係 長  

40 〃      〃 主 査  

41 

芦屋町教育委員会 

〃      〃 教育相談員  

 イ 開催回数・検討内容 

○ 第１回 芦屋町特別支援連携協議会（１１月３０日） 

・平成２１年度事業計画 

・あしやすくすくファイルについて 

・通級指導教室（中学校）の活用状況について 

・介助員の活用 

・情報交換、学識経験者による指導助言 

○ 第２回 芦屋町特別支援連携協議会（３月２６日） 

・平成２１年度事業報告（成果と課題） 

・あしやすくすくファイルについて 

・すくすく発達相談の実施報告 

・先進地視察の報告 

・情報交換、関係職員による指導助言 

 ウ 早期総合支援モデル地域協議会における取組の成果と課題 

    ＜成果＞ 

○ 早期支援体制の整備に向けて、行政各課と更に連携することができた。 

○ 早期支援体制の確立に向けて、保育所・幼稚園や小・中学校が更に連携して

いく機会が増え、子どもへの支援がスムーズに行える環境が整備されてきた。 

＜課題＞ 

○ 今後も行政各課の連携を密にし、一貫した支援の体制を構築したい。 

○ 保育所・幼稚園や小・中学校での特別支援教育への理解は進んでいるが、地

域における理解啓発を進めていく必要がある。 

 

（２）相談・指導教室 

ア 構成 

 
  所 属・職 名 備考 

1  発達障害支援研究所「たまや」・所長 臨床心理士 

2  発達障害支援研究所「たまや」・臨床心理士 臨床心理士 

3 発達障害支援研究所「たまや」・相談員  



4  発達障害支援研究所「たまや」・相談員  

5  芦屋町住民課健康づくり係・保健師  

6  芦屋町福祉課民生児童係  

7  町内各小学校・教諭（後期相談のみ）  

イ 相談・指導教室の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 主な実施内容 

○ 保育所、幼稚園におけるすくすく発達相談 

○ 小学校における巡回相談（就学前からの継続相談） 

エ 成果と課題 

＜成果＞ 

○ 保育者が、発達障害等について研修する機会となり、今後の支援・指導を充実

させる上で効果的であった。 

○ 同じ相談員によって実施することで、子どもの成長の過程を観察しながらアド

バイスを受けることができた。継続して指導を行うので、支援の方向性を明確

にするとともに、保育の振り返りをすることで今後の保育へ生かしやすい。 

＜課題＞ 

○ 早期支援を始めるための保護者への伝え方やつなぎ方について、工夫が必要で

ある。子どもの状況を踏まえた上で、保護者を相談員へどのようにつないでい

くかが課題となっている。 

○ 個別の支援が必要な子どもに対しては、医療や福祉といったより専門的な支援

ができる専門機関とのつながりについて検討する必要がある。 

№ 訪問校名 訪問日 タイプ ケース数 相談員 

1 山鹿保育所 5 月 21 日 保育観察・指導助言 21 臨床心理士 

2 愛生幼稚園 6 月 10 日 保育観察・指導助言 37 臨床心理士 

3 若葉保育所 6 月 30 日 保育観察・指導助言 45 臨床心理士 

4 芦屋保育園 7 月 8 日 保育観察・指導助言 44 臨床心理士 

5 緑ヶ丘保育所 7 月 15 日 保育観察・指導助言 25 臨床心理士 

6 芦屋中央幼稚園 7 月 16 日 保護者への啓発講演会・指導助言 147 臨床心理士 

7 芦屋中央幼稚園 1 月 18 日 保育観察・指導助言 147 臨床心理士 

8 芦屋保育園 1 月 25 日 保育観察・指導助言 44 臨床心理士 

9 愛生幼稚園 2 月 10 日 保育観察・指導助言・保護者相談 38 臨床心理士 

10 若葉保育所 2 月 12 日 保育観察・指導助言・保護者相談 45 臨床心理士 

12 緑ヶ丘保育所 2 月 16 日 保育観察・指導助言 19 臨床心理士 

13 山鹿保育所 2 月 26 日 保育観察・指導助言 22 臨床心理士 

14 山鹿小学校 3 月 2 日 授業観察・指導助言 1 臨床心理士 

15 芦屋東学校 3 月 9 日 授業観察・指導助言 1 臨床心理士 

  ケース合計 636  



（３）教育相談会 ・ 講演会 

ア 教育相談会 ・ 講演会の概要 

    ≪教育相談会≫ 

相談会名 芦屋町教育相談会 

相談者 １１名 

期日  ７月３０日（８名）  １２月２８日（３名） 

内容 

 医師及び臨床心理士による教育 

相談会を実施した。相談会を行う

にあたり、相談者には事前に心理

検査および社会生活能力検査を町

内小・中学校コーディネーターの

協力のもとおこなった。 

 相談結果は、保護者の了承のも

と町内関係機関で共通理解を図

り、今後の子どもの支援に役立て

ていく。 

 

≪特別支援教育講演会≫ 

研修会名 芦屋町特別支援教育講演会 

主 催 芦屋町特別支援連携協議会 

期 日 平成２１年１２月１７日 

参 加 

事業所等 

若葉保育所・緑ヶ丘保育所・山鹿保育所・ 

芦屋保育園・愛生幼稚園・芦屋中央幼稚園・ 

芦屋小学校・芦屋東小学校・山鹿小学校・ 

芦屋中学校・教育委員会・保護者・一般 

参加者数 
１０８名 

（内訳：保幼小中職員 84 名、保護者 13 名、その他 3 名、事務局 8 名） 

講 師   北九州市立大学 准教授 税田 慶昭氏 

演 題   「発達障害：気になる子どもの早期支援の取り組み」 



アンケー

トから 

○ 特別な支援を必要とする子どもたちに対してのさまざまな取組があると

いうことがわかりやすい説明でした。それぞれの機関が互いに連携しあ

って子どもがよい方向へ行くように導いていく必要性を改めて感じまし

た。（幼稚園） 

○ 今回の講演は先生が前原市で取り組んでこられた早期支援のシステムの

お話だったように思いますが、軽い発達障害の疑いと言われた子を持つ

親としてはもう少し具体的な事例や、子どもに対して接するときのポイ

ントなど、これからの生活のなかでどうしていったらよりよくなるのか

といったお話が聞きたかったです。また最後の「発達教育相談」がこち

らにあればいいなと思います。（保護者） 

○ 前原市の早期支援のさまざまな取組は大変勉強になりました。１歳６ヶ

月での健診や就学支援移行キャンプは興味深かったです。お話の中にあ

ったように、保・幼・小と医療機関との連携などまだまだ十分ではない

ので共通理解する場面が設定されていることは大切だと感じました。（小

学校） 

○ お話が順序立っていてとてもわかりやすかったです。芦屋町や前原市の

ように子育てを社会でサポートする体制があることをとても心強く思い

ました。その地域で行

われている支援体制を

理解することで、自分

が関わっていく子ども

たちによりよい変化を

支えていける自分であ

りたいなと感じていま

す。（中学校） 

イ 成果と課題 

＜成果＞ 

○ 教育相談会を行うことにより早期に支援が必要な子どもを発見することができ

た。また保護者も的確な指導・助言を受け、不安が解消することとなった。 

○ ここ数年毎年実施している研修会で、町内教育関係者や保護者が多数参加してお

り、特別支援教育への理解・啓発が進んでいると考える。 

＜課題＞ 

○ 保護者に相談を受けてもらうための伝え方や相談員へのつなげ方の工夫が必要

である。 

○ 講演会後のアンケートによると、内容について、より具体的な事例が求められて

いることがわかった。研修内容のニーズをより把握しなければならない。 

 



（４）早期発見・早期支援 

ア モデル地域内での具体的な取組み 

≪「すくすく発達相談」によるスクリーニング（５歳児健診）≫ 

目 的 

○ 町内の保育所・幼稚園に定期的に臨

床心理士等を派遣し、子どもたちが

生活している保育所・幼稚園での様

子を観察、面談等の実施によって、

子どもにとってよりよい養育環境の

整備と発達特性に対する気づきと理

解へつなげるステップとする。 

○ どの子どもにとっても、個々の特性を周囲の大人に十分に理解しても

らいながら、集団生活や家庭生活が送れるように環境を整えていき、

継続支援的な支援体制の構築を図るものとする。 

対象者 町内の保育所・幼稚園に通う５歳児（年中クラス）、６歳児（年長クラス）

相談員等 臨床心理士（１～２名）、保健師（１名）、教育委員会事務局等 

日 程 年間２回（前期５～６月・後期１～２月）、必要に応じて別途、相談実施

内容・方法 

○ 訪問型相談システム。 

○ 保育所・幼稚園へ臨床心理士等を派遣し、保護者や保育士・幼稚園教

諭からの情報等をもとに保育観察・面談を行い、子どもへの支援の充

実のための経過観察、保護者へのアプローチを行っていく。 

 

 



イ 本年の成果 

○ 実際の保育場面から指導助言を行うので、今後の保育に生かす際に有効である。 

○ 相談員は、小・中学校の巡回相談員を兼ねており、小・中学校の状況が分かって

いるので、就学に関しても相談しやすい。 

○ すくすく発達相談による集団観察型スクリーニング（５歳児健診）は、保育場面

における支援の方途を探りながら、保護者に対する理解促進や相談支援を行うこ

とができるので、効果的な方法であると考える。 

ウ 課題と今後の方針 

○ すくすく発達相談は、保育所・幼稚園内での効果だけでなく、保護者との連携や

保護者への支援、小学校との連携などその効果の拡大が期待される。 

○ ５歳児健診としての精度を高めるためには、専門医等の参加も検討する必要があ

る。 

   

（５） 学校等への円滑な移行方法の工夫 

ア モデル地域内での具体的な取組み 

≪保育所・幼稚園特別支援教育コ-ディネーターの指名と町内担当者会議への参加≫ 

 

○町内保育所・幼稚園それぞれに特別支援教育コーディネーターを指名した。

○町内における特別支援教育の推進力となっている担当者会議に、保育所・

幼稚園の特別支援教育コーディネーターを新たに加えた。 

特 別 支

援 教 育

担 当 者

会議 

 担当者会は芦屋町の特別支援教育

の具体的な企画・運営にあたる。会

議には保・幼・小・中学校のコーデ

ィネーター・教育委員会担当者や保

健師が参加している。 

 

 

 《個別の教育支援計画の作成》＜資料１＞ 

目 的 
障害のある幼児・児童・生徒一人一人のニーズを正確に把握し、幼児期か

ら学校卒業後までの一貫して的確な教育的支援を行う。 

方 法 
個別の教育支援計画を CD-RW 等で管理し、保護者と学校等で共有する。進

学や卒業後の就労においても活用することができる。 

関係機関

との連携 

北九州市立総合療育センター・町内保健施設・心身障害児通園療育施設 

福岡教育大学特別支援教育センター等 

担当者会議の様子 



状 況 

○ 平成 18 年度までは、特別支援学級在

籍の児童生徒において作成していた

が、平成 19 年度からは対象を広げ、

特別に支援を必要としている児童生

徒についても計画の作成を行った。 

○ 平成20年度からは早期支援体制の強

化のため、幼稚園・保育園からの作

成を目指し、個別の教育支援計画の

作成方法の研修会を実施している。 

イ 本年の成果 

○ 保育所・幼稚園の特別支援教育コーディネーターが指名され、町内担当者会議に

参加したことで、６園（私立５、公立１）の教諭・保育士等を中心とした資質が

向上した。また、保育所・幼稚園におけるすくすく発達相談の回数や相談者が増

加したことから、特別支援教育に関する理解が深まってきたと考える。 

○ 各保育所・幼稚園においても研修を行い、個別の教育支援計画を作成する子ども

のしぼりこみや保護者への呼びかけを行った。今後、３歳児、４歳児など早期か

らの活用が期待される。 

ウ 課題と今後の方針 

○ 個別の教育支援計画の作成に当たって、保護者の同意が得られない幼児・児童に

ついては作成ができていない。今後、保護者への働きかけの在り方が課題である。 

 

（６）関係各事業との連携 

  ≪発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業との連携≫ 

ア 個別の教育支援計画の共有 

個別の教育支援計画は発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業で使用している

個別の教育支援計画をそのまま使用しており、保育所・幼稚園から小学校、中学校への

スムーズな移行が可能となっている。 

イ 相談支援ファイル 

本年度配布した「あしやすくすくファイル」が個別の教育支援計画とともに、就学

から就労への移行をスムーズに行えるよう活用されるよう啓発等を行っていく。 

ウ 継続的な支援 

本事業において早期発見・早期支援を行った幼児児童については発達障害等支援・

特別支援教育総合推進事業に引き継ぎ、就労まで継続的な支援を行っている。 

 

 

 

 

小・中学校コーディネーターによる

作成方法の研修風景 



（７）その他特記事項 

  《あしやすくすくファイルについて》 

ア 趣旨 

芦屋町に生まれる全ての子どもが乳幼児から、就学、就労

するまでの期間に、医療・福祉などにおいて一貫した適切な

支援がスムーズに受けることができるように相談支援ファ

イル「あしやすくすくファイル」を作成・配布した。保護者

が、子どもの成長の記録や各種情報を保管し、有効活用する

ことが期待される。 

  ○子どもの記録 

   保護者がプロフィールや成長の記録、相談記録などを残す。 

  ○記録の提示  

相談や支援を受ける際に必要に応じて記録を提示し、これまでの育ちや相談を伝え

やすくし、相談や支援を受けやすくする。 

イ 対象者と配布方法 

今年度は芦屋町に在住する６歳児（年長児）以下の子どもに配布する。小学校１年

生以上の子どもに対しては、保護者が希望する場合のみ配布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ ファイル内容 

このファイルは母子健康手帳

とともに活用するため、まず基本

的な内容を除き、母子健康手帳の

内容との重複を避けた。保護者が

簡単に記入できるように項目等

を工夫した。 

「成長のめやす」は、年齢ごと

目次より 

１ プロフィール（名前・生年月日） 

２ すくすく記録（お子さんの成長の様子） 

３ 成長のめやす（年齢に応じた成長のめやす） 

４ 移行支援シート 

（保育所・幼稚園から学校への移行期の配慮事項

など） 

５ 相談機関や芦屋町の事業リスト 

＊ 母子手帳や診察券などを保管するポケットが付

いたファイルです 



に子どもの成長が大まかにわかるような一覧表とした。幼稚園から小学校、小学校か

ら中学校と移行期において、子どもの状況が伝えられるよう「移行支援シート」を作

成した。これまでの「すくすく記録」に残している相談記録などと併せて、スムーズ

な移行が行えるように配慮した。 

ファイルとしては、母子健康手帳を入れるポケットをつけ、鞄に収まるＡ５版サイ

ズとした。 

また、個別の教育支援計画などを保存したり、新たな記録を行う「すくすく記録」

を増やしたりできるように、加除式のファイルとした。 

 

（８）総括 

平成２０年度「発達障害早期総合支援モデル事業」の地域指定を受け、就学前幼児の

発達障害早期発見のためのシステムを構築し、早期支援体制の確立を目指すため研究を

行ってきた。 

早期発見のためのシステムとなる５歳児健診「すくすく発達相談」の実施については、

平成２０年度に実施計画を作成し、試験的に保育所・幼稚園の２ヶ所で実施した。平成

２１年度は町内保育所・幼稚園全てを前期・後期と年２回巡回し、臨床心理士による保

育観察・指導助言を行った。これに町の保健師や福祉課職員、小学校教諭が参加して指

導助言を行ったことで、支援体制の構築が徐々に進んでいった。今後さらに充実させる

ためには、当初目指していた町内５歳児全員を対象にした「５歳児健診」を実現させる

ことである。このためには、町の保健部門との調整と小児科医の確保が課題となる。 

また、相談支援ファイル「あしやすくすくファイル」の完成は成果として挙げられる。

「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」と併用し、就学から就労までの一貫した支援

に役立てられることが期待される。今後の課題として、「あしやすくすくファイル」の関

係機関への周知と、配布後の活用状況について、追跡調査が必要と思われる。保護者の

ニーズを把握し、より充実した内容に進化させていきたい。 
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